
 

【取扱団体】東京社会保障推進協議会、東京民主医療機関連合会、東京地方労働組合評議会、（     ） 

                   平成２６年  月  日 

 

東京都議会議長          〒170-0005 豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館６Ｆ 

吉野 利明 殿                ℡ 03-5395-3165 fax 03-3946-6823 

                    東京社会保障推進協議会  会長 竹崎 三立 

 

１、70～74 歳高齢者の医療費窓口負担２割の１割分を助成し負担増としないで下さい。 

２、国に対して、70～74 歳の２割負担を撤回し、１割負担に戻すように働きかけてください。 

 

「社会保障制度改革国民会議報告書」に基づいて、本年４月２日以降に 70 歳に到達する高齢

者の医療費の一部負担金が２割になりました（現役並み所得者を除く）複数の病気にかかること

も多い高齢者の負担増は命の危険に直結します。 

厚生労働省の「平成 23 年患者調査（平成 24 年 11 月 27 日公表）によれば、70～74 歳の外来

受療率は、65～69 歳の 1.32 倍に増えています。また、第 185 臨時国会での参議院厚生労働委員

会での保険局長答弁（平成 25 年 12 月２日）では５年後の予算措置終了後には「2600 億円の予

算措置の解消、1900 億円の患者負担増、負担が増えることによる受診行動の変化で 2100 億円の

医療費の減」と窓口負担以上に受診抑制がすすむとの見解を明らかにしました。これは、１人当

たり 20,430 円の窓口負担増、22,580 円の受診抑制となります。受診抑制は、重症化につながり、

結果的には総医療費の上昇になります。 

５年間で 70 歳に到達する都民は、約 78 万人になります。住民の命と健康を守る防波堤として

都の役割を発揮し、国に対して 70～74 歳の医療窓口１割負担継続のための予算措置を行うよう

に強く働きかけるとともに、東京都独自の助成で１割負担の継続を求めて陳情します。 
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※ご記入いただいた内容については、この陳情の目的以外には使用しません。 
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